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(単位：円)

Ⅰ 流 動 資 産 ( 1,341,483,419 ) Ⅰ 流 動 負 債 ( 656,848,599 )

現 金 及 び 預 金 349,034,184 工 事 未 払 金 491,030,544

工 事 未 収 金 825,694,703 未 払 金 17,626,577

棚 卸 資 産 68,570,483 未 払 費 用 12,386,864

未 収 入 金 98,134,049 未 払 法 人 税 等 119,357,900

仮 払 金 50,000 未 払 消 費 税 等 6,876,700

預 り 金 9,570,014

Ⅱ 固 定 資 産 ( 1,558,548,438 ) Ⅱ 固 定 負 債 ( 810,677,312 )

有 形 固 定 資 産 ( 1,534,885,106 ) 長 期 借 入 金 800,000,000

建 物 87,940,214 長 期 未 払 金 10,677,312

建 物 付 属 設 備 7,497,450

構 築 物 17,668,492

機 械 及 び 装 置 1,415,416,714

工 具 、 器 具 及 び 備 品 2,542,236

土 地 3,820,000

負 債 の 部 合 計 1,467,525,911

無 形 固 定 資 産 ( 4,467,619 )

ソ フ ト ウ ェ ア 4,467,619 Ⅰ 株 主 資 本 ( 1,432,505,946 )

資 本 金 100,000,000

資 本 剰 余 金 ( 0 )

利 益 剰 余 金 ( 　 1,332,505,946 )

投 資 そ の 他 の 資 産 ( 19,195,713 ) 利 益 準 備 金 5,000,000

出 資 金 2,000,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 ( 1,327,505,946 )

投 資 有 価 証 券 200,000 繰 越 利 益 剰 余 金 1,327,505,946

保 証 金 5,258,968 　

繰 延 税 金 資 産 11,736,745

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等 ( 0 )

Ⅲ 繰 延 資 産 ( 0 )

Ⅲ 新 株 予 約 権 ( 0 )

純 資 産 の 部 合 計 1,432,505,946

資 産 の 部 合 計 2,900,031,857 負 債 ･ 純 資産 の 部 合計 2,900,031,857
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科　　　目 科　　　目

貸　借　対　照　表

令和　５年　９月３０日現在

金　 　額 金　 　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）



令和　４年１０月　１日から

㈱WELMA 令和　５年　９月３０日まで

(単位：円)

Ⅰ 売 上 高

完 成 工 事 高 3,101,882,320 3,101,882,320 3,101,882,320

Ⅱ 売 上 原 価

期 首 棚 卸 高 0

当 期 工 事 原 価 2,492,385,146

合 計 2,492,385,146

期 末 棚 卸 高 0 2,492,385,146

売 上 総 利 益 609,497,174

Ⅲ 販 売 費 及 び一 般管 理費

販 売 費 及 び一 般管 理費 250,578,801 250,578,801

営 業 利 益 358,918,373

Ⅳ 営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,267

受 取 配 当 金 200,000

雑 収 入 5,262,567 5,466,834

Ⅴ 営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,264,924

雑 損 失 1,898 4,266,822

経 常 利 益 360,118,385

Ⅵ 特 別 利 益

0 0

Ⅶ 特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 143,891 143,891

税 引 前 当 期 純 利 益 359,974,494

法人税、住民税及び事業税 119,594,792

法 人 税 等 調 整 額 -3,885,628 115,709,164

当 期 純 利 益 244,265,330

損　益　計　算　書

科　　　　目 金　　　　額



㈱WELMA

Ⅰ.  重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　(1)市場価格のない株式 移動平均法による原価法を採用しております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　(1)未成工事支出金 個別法による原価法を採用しております。

　(2)貯蔵品 最終仕入原価法による原価法を採用しております。

３．固定資産の減価償却方法

　(1)有形固定資産

法人税法の規定に基づく定額法を採用しております。

　(2)無形固定資産

法人税法の規定に基づく定額法を採用しております。

４．収益及び費用の計上基準

建設事業における工事契約に係る収益については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の

期間にわたり計上しております。履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、主として見積総原価に対する発生原価の割合に

基づくインプット法によっております。なお、工期が短い工事契約等は、完全に履行義務を充足した時点で収益を計上しております。

５．税効果会計の適用

法人税、住民税及び事業税について税効果会計を適用しております。

Ⅱ.  貸借対照表等に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 746,381,939 円

２．関係会社に対する金銭債権・金銭債務

　(1)長期金銭債務 800,000,000 円

Ⅲ.  損益計算書に関する注記

１．関係会社との営業取引の取引高総額 5,000,000 円

２．関係会社との営業取引以外の取引の取引高総額 4,264,924 円

Ⅳ.  株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式総数 10,000 株

２．事業年度末日後の剰余金配当

　　当事業年度の末日後に行う剰余金配当の総額は122,130,000円、配当の原資は利益剰余金、１株あたり配当額は12,213円です。

　　これらの配当の基準日は令和5年9月30日、決議日は令和5年12月15日、効力発生日は令和5年12月18日です。

Ⅴ.  税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産の発生原因別内訳

項　目　名 　　　当　期

未払事業税 11,126,835 円

一括償却資産損金算入限度超過額 609,910 円

【繰延税金資産合計】    11,736,745 円

Ⅵ.  一株当たり情報に関する注記

１．一株当たり純資産額は、143,250.59円であります。

２．一株当たり当期純利益は、24,426.53円であります。

以　上　

令和　４年１０月　１日から

令和　５年　９月３０日まで

  個 別 注 記 表  


